意見
大阪府地域整備事業会計は、りんくうタウン事業、阪南スカイタウン事業、堺・泉北事業、二色の浜事業、千里ニュータウン事業及び泉北ニュータウン事業の６事業からなっており、公有水面の埋め立てによる土地造成事業及び丘陵地を開発する宅地造成事業を行っている。

大阪府まちづくり促進事業会計は、既存の地域整備事業により整備された産業用地の定期借地方式による貸付事業を行っている。

これらの会計は、いずれも法の財務規定等を適用し、地方公営企業会計として運営している。

なお、平成17年度末に企業局が廃止されたことに伴い、平成18年度からは、住宅まちづくり部タウン推進室が所管することとなった。

平成19年度末における土地の処分状況は、千里ニュータウンや堺・泉北事業等の概成事業ではほぼ100％、りんくうタウンでは85.2％、阪南スカイタウンでは80.7％の契約率となっている。

りんくうタウンでは、平成15年４月から定期借地方式を本格的に導入したこともあって、全体の契約率は85.2％となり、定期借地方式導入以降着実に企業立地が進展したが、商業業務ゾーンの契約率は73.7％であり、一層の企業誘致を進める必要がある。
一方、阪南スカイタウンについては、全体の契約率は80.7％、うち住宅用地の契約率は72.8％に達したものの、産業用地の契約率は62.7％にとどまっており、今後より一層の土地処分や企業誘致を進める必要がある。

経営状況は、地域整備事業会計では、平成19年度に206億円の起債の償還を行ったものの、なお企業債残高が1,105億４千万円あり、今後も年間100億円を超える償還が続く等、厳しい状況にある。また、まちづくり促進事業会計においては、土地の公示価格の変化等が経営状況に影響を与えることが懸念されることから、その点に配慮した経営を行う必要がある。

今後、両会計は、一般会計の負担を増加させることのないよう、企業誘致を積極的に進め、土地処分の一層の促進に努めていく必要がある。

このような状況を踏まえ､次の点に取り組まれたい。
１　りんくうタウンでの立地・分譲促進について
りんくうタウンにおいては、企業立地を促進するため、定期借地方式の本格導入や各種の立地優遇措置が講じられ、契約率は、平成19年度末で85.2％と着実に進展してきたが、特に契約率の低い商業業務ゾーンについては、企業が立地しやすい環境を整備し、一層の企業誘致に努められたい。
２　阪南スカイタウンでの立地・分譲促進について
阪南スカイタウンにおいては、ハウスメーカー等民間事業者への卸売りなどによる分譲の取組みがなされ、住宅用地の契約率は、平成19年度末で72.8％となったが、今後も一層のＰＲを行い、早期分譲に努められたい。
 　 また、産業用地については平成19年度末の契約率が62.7％にとどまっているが、定期借地方式の制度を活用する等企業立地を促進し、まちの早期熟成に努められたい。
３　りんくうタウン事業等の損益計算の開始について

　　りんくうタウン事業及び阪南スカイタウン事業については、土地の契約率が80％を超え、かつ平成23年度には地域整備事業会計の廃止が予定され全体事業費が見通せる状況になりつつあることから、早期に損益計算を開始し、事業の経営成績及び財政状態を明らかにされたい。
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